
報告事項

（1）苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会委員の変更について

【経緯】

　標記の件につきまして、令和３年３月３１日付で苫小牧市公設地方卸売市場運営審議

会の関谷委員（令和２年１１月１日選任）の退任を受け、北洋大学（旧：駒澤大学）へ

新たな委員について、推薦依頼をいたしました。

　その結果、佐藤郁子様の御推薦をいただき、令和３年４月６日付で当審議会の委員と

して委嘱状を交付させていただきました。

　任期につきましては、苫小牧市公設地方卸売市場条例第１２条第４項の規定に基づき、

「補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。」とされていることから、前関谷委

員の残任期間である令和４年１０月３１日とさせていただきます。

【委員構成】

　委員の変更に伴いまして、当審議会委員の委員構成は下記のとおりとなります。

区 分 所 属 別 役 職 名

苫 小 牧 商 工 会 議 所 副 会 頭 市
いち

　町
まち

　峰
みね

　行
ゆき

北 洋 大 学 教 授 佐
さ

　藤
と う

　郁
いく

　子
こ

苫 小 牧 市 町 内 会 連 合 会 理 事 吉
よし

　田
だ

　利
と し

　昭
あき

苫小牧市町内会連合会女性部会 理 事 平
ひら

　田
た

　榮
え

美
み

子
こ

苫小牧市女性団体連絡協議会 理 事 緒
お

　方
がた

　俊
と し

　子
こ

苫 小 牧 消 費 者 協 会 理 事 嶺
みね

　野
の

　真
ま

　弓
ゆみ

マルトマ苫小牧卸売 株式会社 代表取締役社長 西
にし

　田
だ

　浩
こ う

　一
いち

丸一苫小牧中央青果 株式会社 代 表 取 締 役 野
の

　澤
ざわ

　亨
りょう

　介
すけ

苫 小 牧 中 央 花 卉 株 式 会 社 代 表 取 締 役 藤
ふじ

　田
た

　健
けん

　太
た

苫 小 牧 青 果 仲 卸 協 同 組 合 代 表 理 事 中
なか

　谷
や

　敏
と し

　行
ゆき

株 式 会 社 苫 花 代 表 取 締 役 鈴
すず

　木
き

　幹
みき

　也
や

苫 小 牧 魚 菜 買 受 人 協 同 組 合 理 事 長 石
いし

　垣
がき

　孝
たか

　幸
ゆき

苫小牧地方青果商業協同組合 副 理 事 長 田
た

　中
なか

　敏
と し

　彦
ひこ

苫 小 牧 生 花 商 組 合 組 合 長 米
よね

　田
た

　嘉
よし

　慎
のり

苫 小 牧 漁 業 協 同 組 合 代表理事組合長 伊
い

　藤
と う

　信
のぶ

　孝
たか

とまこまい広域農業協同組合 参 事 服
はっ

　部
と り

　啓
けい

　三
ぞう

一 般 公 募 一 般 公 募 - 蓑
みの

　島
しま

　佐
さ

知
ち

子
こ

生 産 者
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氏　　名

学識経験者

消 費 者

卸 売 業 者

仲 卸 組 合

買受人組合
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報告事項

（2）指定管理者制度導入に係る経過報告について

【経緯】

　平成29年7月より市場運営審議会の中に専門部会を設置し、現状の課題を整理し、市場の

目指す方向性や具体的な取組内容を明示した「経営展望」を策定し、民間活力の導入として

青果部と水産物部は令和3年度に指定管理者制度を導入する方針が示されましたが、以下の

とおり導入に向けて具体的な進捗がありましたので、御報告いたします。

　・令和元年6月から令和2年12月にかけて、水産物部はマルトマ苫小牧卸売株式会社、青

　　果部は丸一苫小牧中央青果株式会社の各部卸売業者と意見交換を行うとともに、本審

　　議会を含む関係団体とも協議を行い、令和3年1月に非公募方式により各部卸売業者を

　　指定管理者の候補者として指名しました。

　・申請書類を受けて資格審査及び聴き取り調査を行い、苫小牧市公設地方卸売市場指定

　　管理者候補者選定検討部会において、選定基準に基づき審査した結果、適切な施設の

　　管理運営が図られるものと判断したため、各部卸売業者を候補者として選定しました。

　・第16回市議会定例会（6月議会）において、苫小牧市公設地方卸売市場を管理する指定

　　管理者の指定をするための議案を提出し、可決されたことから、水物部はマルトマ苫

　　小牧卸売株式会社、又青果部は丸一苫小牧中央青果株式会社を指定管理者として指定

　　し、令和3年10月1日より指定管理者による市場施設の管理運営が決定されました。

【経過詳細】

　資料２-別表１のとおり
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意見交換会（1回目） ･指定管理者制度の趣旨説明。 丸一苫小牧中央青果㈱

･指定管理者制度について マルトマ苫小牧卸売㈱

･今後の進め方について

意見交換会（2回目） ･管理運営方針について意見交換。 丸一苫小牧中央青果㈱

･管理運営方針について マルトマ苫小牧卸売㈱

･今後の進め方について

意見交換会（3回目） ･青果部と水産物部を別々に管理 丸一苫小牧中央青果㈱

･管理運営方針について する方針説明。

意見交換会（4回目） ･管理運営内容について意見交換。 丸一苫小牧中央青果㈱

･管理運営内容について

意見交換会（5回目） ･管理運営内容について意見交換。 丸一苫小牧中央青果㈱

･管理運営内容について

パブリックコメント実施 ･苫小牧市公設地方卸売市場の民

･意見募集期間 間活力導入に係る苫小牧市公設地

9/30-10/30（30日間） 方卸売市場条例の一部改正（案）

･提出意見なし について

青果部関連事業者会議 ･指定管理者制度導入に係る意見 丸一苫小牧中央青果㈱

･指定管理者制度について 交換。 苫小牧合同青果㈱

道南青果㈱

青果商業協同組合

市場運営審議会 ･指定管理者制度導入に係る苫小 市町委員外15名

牧市公設地方卸売市場条例の一部

改正について諮る。

実務担当者意見交換会 ･管理運営内容について意見交換。 丸一苫小牧中央青果㈱

･管理運営内容について

意見交換会（6回目） ･管理運営内容について意見交換。 丸一苫小牧中央青果㈱

･管理運営内容について

第11回市議会定例会 ･「苫小牧市公設地方卸売市場条例」

･苫小牧市公設地方卸売市 に指定管理者が苫小牧市公設地方卸

場条例の一部を改正する 売市場の運営を行う場合の業務の範

条例案提出 囲及び管理の基準を定めるため、

議会の議決を求めた。⇒可決

非公募理由の公表 ･市のホームページで公表。

申請書類の交付 ･申請書類の受付開始。

申請書類確認 ･資格審査及び聴き取り調査実施。

指定管理者候補者の選定 ･検討部会を開催し、候補者を選定。

及び結果公表 ･市のホームページで公表。

第16回市議会定例会 ･苫小牧市公設地方卸売市場を管理

･指定管理者指定の議案 する指定管理者の指定をするため、

提出 議会の議決を求めた。⇒可決

指定管理者指定結果公表 ･議決後、市のホームページで公表。

指定管理者による管理運 水産物部／マルトマ苫小牧卸売㈱

営の開始 青果部／丸一苫小牧中央青果㈱

日付 項目
開設者

出席者

11月2日

公設地方卸売市場

令和2年

6月27日令和元年

12月15日

4月30日

12月13日

6月11日

7月10日

11月12日

10月8日

9月30日

9月10日

5月13日～

5月14日

10月1日

11月19日

令和3年 1月15日

2月～3月

4月1日～

6月17日

6月22日
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協議事項 

（1）苫小牧市公設地方卸売市場業務規程の一部改正（案）について   

【改正理由】 

公設地方卸売市場の水産物部と青果部へ指定管理者制度を導入するにあたり、市場

の管理を指定管理者が行う場合の業務の範囲及び管理の基準を定めるため、苫小牧市

公設地方卸売市場業務規程（以下「業務規程」という。）を一部改正する。 

【改正内容（事務局案）】 

業務規程の第 64 条に「指定管理者による管理」を新設する。 

ア 具体的な改正内容・・・資料３-別表１のとおり 

イ 新旧対照表・・・資料３-別表２のとおり 

【今後の予定】 

時 期 内 容 

令和３年６月下旬 

令和３年７月中旬 

令和３年１０月１日 

市場運営審議会 

市長決裁 

施行日 

【審議について】 

 上記の事務局案につきまして、委員の皆様にお諮りし、方向性を決定したいと思い

ますので、別紙の「書面表決書」により、承認又は反対の審議をお願いいたします。 
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No. 改正内容 関係条項 

1 
指定管理者は、市場関係者に対して差別的取扱いをしては

ならない。 

第 3条 

2 

指定管理者は、承認取消し、又は売買取引の全部若しくは

一部を停止することができる。 

第 12 条 

※第２５条において準用

する場合に限る。

3 

買受人は、名称変更等を遅延なく指定管理者に届け出なけ

ればならない。 

第 14 条 

※第２５条において準用

する場合に限る。

4 

卸売業者及び仲卸業者は、各月ごとの実績報告書を市長に

提出しなければならない。 

第 15 条 

※第１５条第１項を除く。 

※第２３条において準※

用する場合を含む。

5 
卸売業者は、せり人の登録を受けようとする場合は、せり

人登録申請書等を指定管理者に提出しなければならない。 

第 16 条 

6 
指定管理者は、せり人の登録を抹消することができる。 第 18 条 

7 
買受人の承認を受けようとするものは、買受業務承認申請

書等を指定管理者へ提出しなければならない。 

第 24 条 

8 
卸売業者は、第 3者に対し卸売販売をしたときは、指定管

理者に報告しなければならない。 

第 35 条 

9 

仲卸業者は、卸売業者以外から物品を買い入れて、市場に

おいて販売をしたときは、指定管理者に報告しなければな

らない。 

第 40 条 

10 
指定管理者は、衛生上有害な物品の売買を差し止め、又は

撤去を指示することができる。 

第 41 条 

11 

卸売業者は、売買取引の結果等に係る事項を指定管理者に

報告しなければならない。また、報告を受けた内容を掲示

等により公表しなければならない。 

第 42 条 

12 
指定管理者は、使用する市場施設の使用条件を指定し、使

用を許可することができる。 

第 52 条 

13 
施設使用者は、指定管理者の承認を受けた場合を除き、用

途変更、転貸等をしてはならない。 

第 53 条 

14 
施設使用者は、指定管理者の承認を受けた場合を除き、原

状に変更を加えてはならない。 

第 54 条 

15 
指定管理者は、市場への入場の制限その他必要な措置をと

ることができる。 

第 62 条 
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苫小牧市公設地方卸売市場業務規程の一部改正（案）         新旧対照表 

改 正 案 現  行 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 市場関係事業者 

第１節 卸売業者（第５条―第 18 条） 

第２節 仲卸業者（第 19 条―第 23 条） 

第３節 買受人（第 24 条・第 25 条） 

第４節 関連事業者（第 26 条―第 30 条） 

第３章 売買取引及び決済の方法 

第１節 売買取引の方法（第 31 条―第 42 条） 

第２節 決済の方法（第 43 条―第 50 条） 

第４章 物品の品質管理（第 51 条） 

第５章 市場施設の使用（第 52 条―第 56 条） 

第６章 苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会（第 57 条―第 60 条） 

第７章 雑則（第 61 条―第 64 条） 

附則 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 市場関係事業者 

第１節 卸売業者（第５条―第 18 条） 

第２節 仲卸業者（第 19 条―第 23 条） 

第３節 買受人（第 24 条・第 25 条） 

第４節 関連事業者（第 26 条―第 30 条） 

第３章 売買取引及び決済の方法 

第１節 売買取引の方法（第 31 条―第 42 条） 

第２節 決済の方法（第 43 条―第 50 条） 

第４章 物品の品質管理（第 51 条） 

第５章 市場施設の使用（第 52 条―第 56 条） 

第６章 苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会（第 57 条―第 60 条） 

第７章 雑則（第 61 条―第 64 条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨）  

第１条 ≪略≫ 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この業務規程は、苫小牧市公設地方卸売市場条例（昭和41年条例第

20 号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） （用語の意義） 
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第２条 ≪略≫ 第２条 この業務規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

(1) 卸売業者 条例第３条第１号の卸売業者をいう。 

(2) 仲卸業者 条例第３条第２号の仲卸業者をいう。 

(3) 買受人 条例第３条第３号の買受人をいう。 

(4) 関連事業者 条例第３条第４号の関連事業者をいう。 

(5) 市場施設 条例第３条第５号の市場施設をいう。 

（差別的取扱いの禁止） 

第３条 ≪略≫ 

（差別的取扱いの禁止） 

第３条 市長は、苫小牧市公設地方卸売市場（以下「市場」という。）における

業務の運営に関し、出荷者、卸売業者、仲卸業者、買受人、関連事業者そ

の他の市場の利用者に対して、不当に差別的な取扱いをしてはならない。 

（休場日） 

第４条 ≪略≫ 

（休場日） 

第４条 市場は、次に掲げる日に休場するものとする。 

(1) 日曜日  

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

２ 前項各号に定める日のほか、市場のうち次の各号に掲げる取扱品目の部 

類に属する物品の卸売に係る場所については、当該各号に定める日に休

場するものとする。 

(1) 青果部 12 月 31 日から翌年１月４日まで 

(2) 水産物部 12 月 30 日から翌年１月４日まで 

(3) 花き部 12 月 29 日から翌年１月３日まで 

３ 市場は、第１項各号及び前項各号に定める日（以下「休場日」という。）を除
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き、毎日開場するものとする。ただし、市長は、特に必要があると認めるとき

は、あらかじめ関係者に周知して休場日に開場し、又は臨時に休場すること

ができる。 

第２章 市場関係事業者 

第１節 卸売業者 

（卸売業者の数の最高限度） 

第５条 ≪略≫ 

第２章 市場関係事業者 

第１節 卸売業者 

（卸売業者の数の最高限度） 

第５条 卸売業者の数の最高限度は、取扱品目の部類ごとに、次に掲げるとお

りとする。 

(1) 青果部 ２ 

(2) 水産物部 ２ 

(3) 花き部 ２ 

（卸売業務の許可） 

第６条 ≪略≫ 

（卸売業務の許可） 

第６条 条例第３条第１号の許可（以下「卸売業務の許可」という。）を受けようと

する者は、次に掲げる事項を記載した卸売業務許可申請書（様式第１号）そ

の他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所 

(2) 商号及び主たる業種名 

(3) 卸売の業務を行おうとする取扱品目の部類 

(4) 市場における１年間の取引見込額（消費税額及び地方消費税額を含

む。） 

(5) 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏    

 名 
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２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、卸売業務の許可をしてはならない。 

(1) 破産者で復権を得ないものであるとき。 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた者又は卸売市場法（昭和 46 年法律第 35

号。以下「法」という。）の規定に違反して罰金の刑に処せられた者で、そ

の刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から

起算して２年を経過しないものであるとき。 

(3) 卸売業務の許可の取消しを受け、その取消しの日から起算して２年を経

過しない者であるとき。 

(4) 卸売の業務を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用を

有しない者であるとき。 

(5) 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 27 年条例第 33 号）

第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係

事業者であるとき。 

(6) 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれかに

該当する者があるとき。 

(7) その他市長が不適当であると認める者であるとき。 

（保証金の預託） 

第７条 ≪略≫ 

（保証金の預託） 

第７条 卸売業者は、卸売業務の許可を受けた日から起算して 30 日 

以内に、誓約書（様式第２号）を添えて保証金を市長に預託しなければなら

ない。 

２ 卸売業者は、前項の保証金を預託した後でなければ、卸売の業務を開始し
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てはならない。 

（保証金の額） 

第８条 ≪略≫ 

（保証金の額） 

第８条 前条第１項の保証金の額は、100 万円の範囲内で取扱品目の部類ご

とに市長が別に定める。 

（保証金の充当） 

第９条 ≪略≫ 

（保証金の充当） 

第９条 市長は、卸売業者が使用料その他市場に関して市長に納付すべき金

額の納付を怠ったときは、第７条第１項の保証金をこれに充てることができ

る。 

（保証金の返還） 

第 10 条 ≪略≫ 

（保証金の返還） 

第 10 条 第７条第１項の保証金は、卸売業者がその資格を失った日から起算

して 30 日を経過した後でなければ返還しない。 

（卸売業者の記章等の着用） 

第 11 条 ≪略≫ 

（卸売業者の記章等の着用） 

第 11 条 卸売業者は、市場内においては記章等を着用しなければならない。 

（卸売業務の許可の取消し等） 

第 12 条 ≪略≫ 

（卸売業務の許可の取消し等） 

第 12条 市長は、卸売業者が第６条第２項各号（第３号を除く。）のいずれかに

該当することとなったとき、又は卸売業者が卸売業務の許可の取消しを申し

出たときは、その許可を取り消すものとする。 

２ 市長は、前項に規定する場合のほか、卸売業者が次の各号のいずれかに

該当するときは、卸売業務の許可を取り消し、又は売買取引の全部若しくは

一部を停止することができる。 

(1) 正当な理由がないのに卸売業務の許可の通知を受けた日から起算して

30 日以内にその業務を開始しないとき。 
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(2) 正当な理由がないのに引き続き 30 日以上その業務を休止し たとき。 

(3) 売買取引に関し不正又は不当な行為があると認めるとき。 

３ 前項の規定による処分に係る聴聞の期日における審理は、公開により行う

ものとする。 

（事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割） 

第 13 条 ≪略≫ 

（事業の譲渡し及び譲受け並びに合併及び分割） 

第 13 条 卸売業者が事業（卸売の業務に係るものに限る。）の譲渡しをする場

合において、譲渡人及び譲受人が譲渡し及び譲受けについて市長の認可

を受けたときは、譲受人は、卸売業者の地位を承継する。 

２ 卸売業者たる法人の合併の場合（卸売業者たる法人と卸売業者でない法

人が合併して卸売業者たる法人が存続する場合を除く。）又は分割の場合

（卸売の業務に係る場合に限る。）において当該合併又は分割について市

長の認可を受けたときは、合併後存続する法人若しくは合併により設立され

た法人又は分割により当該業務を承継した法人は、卸売業者の地位を承継

する。 

３ 前２項の認可を受けようとする者は、認可申請書を市長に提出しなければな

らない。 

（名称変更等の届出） 

第 14 条 ≪略≫ 

（名称変更等の届出） 

第 14 条 卸売業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞なくその

旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 卸売の業務を開始し、休止し、又は再開したとき。 

(2) 第６条第１項第１号、第２号又は第５号に掲げる事項に変更があったと

き。 
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(3) 卸売の業務を廃止したとき。 

２ 卸売業者が死亡し、又は解散したときは、当該卸売業者の相続人又は清算

人は、遅滞なくその旨を市長に届け出なければならない。 

（事業報告書等の提出） 

第 15 条 ≪略≫ 

（事業報告書等の提出） 

第15条 卸売業者は、事業年度ごとに事業報告書を作成し、当該事業年度経

過後 90 日以内に市長に提出しなければならない。 

２ 卸売業者は、前項の規定による提出を行ったときは、事業報告書のうち貸

借対照表及び損益計算書について速やかに写しを作成し、１年間主たる事

務所に備えて置かなければならない。 

３ 卸売業者は、前項の写しについて閲覧の申出があった場合は、次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、これを拒んではならない。 

(1) 当該卸売業者に対し卸売のための販売の委託又は販売をする見込み

がないと認められる者から閲覧の申出がなされた場合 

(2) 安定的な決済を確保する観点から当該卸売業者の財務の状況を確認

する目的以外の目的に基づき閲覧の申出がなされたと認められる場合 

(3) 同一の者から短期間に繰り返し閲覧の申出がなされた場合 

４ 卸売業者は、各月ごとに実績報告書を作成し、翌月 10日（その日が休場日

又は土曜日に当たるときは、その日の直後の休場日及び土曜日以外の日）

までに市長に提出しなければならない。 

（せり人の登録） 

第 16 条 ≪略≫ 

（せり人の登録） 

第 16 条 卸売業者が市場において行う卸売のせり人（以下「せり人」という。）

は、当該卸売業者の申請に基づき市長の登録を受けている者でなければな
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らない。 

２ 卸売業者は、前項の登録を受けようとするときは、せり人登録申請書（様式

第３号）及びせり人となろうとする者がせりを遂行するのに必要な経験又は能

力を有することを証する書類を市長に提出しなければならない。 

３ 前項の規定による申請があったときは、市長は、せり人登録申請書を受理し

た日から起算して 30 日以内に、せり人登録簿に当該申請に係るせり人を登

録するとともに、その旨を申請者に通知しなければならない。 

（せり人の記章等の着用） 

第 17 条 ≪略≫ 

（せり人の記章等の着用） 

第 17 条 せり人は、卸売のせりに従事するときは、記章等を着用しなければな

らない。 

（せり人の登録の抹消等） 

第 18 条 ≪略≫ 

（せり人の登録の抹消等） 

第 18 条 市長は、せり人が次の各号のいずれかに該当するときは、期間を定

めてせり行為に従事することを禁止し、又はその登録を抹消することができ

る。 

(1) せり行為に関し、不公平な取扱いをし、又は不正な行為をしたとき。 

(2) 卸売業者が当該せり人に係る登録の抹消を申し出たとき。 

第２節 仲卸業者 

（仲卸業者の数の最高限度） 

第 19 条 ≪略≫ 

第２節 仲卸業者 

（仲卸業者の数の最高限度） 

第 19 条 仲卸業者の数の最高限度は、取扱品目の部類ごとに、次に掲げると

おりとする。 

(1) 青果部 ５ 

(2) 花き部 ２ 
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（仲卸業務の承認） 

第 20 条 ≪略≫ 

（仲卸業務の承認） 

第 20 条 条例第３条第２号の承認（以下「仲卸業務の承認」という。）を受けよう

とする者は、次に掲げる事項を記載した仲卸業務承認申請書（様式第４号）

その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所 

(2) 商号及び主たる業種名 

(3) 仲卸しの業務を行おうとする取扱品目の部類 

(4) 市場における１年間の取引見込額（消費税額及び地方消費税額を含

む。） 

(5) 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏

 名 

２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、仲卸業務の承認をしてはならない。 

(1) 破産者で復権を得ないものであるとき。 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた者又は法の規定に違反して罰金の刑に処

せられた者で、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることが

なくなった日から起算して２年を経過しないものであるとき。 

(3) 仲卸業務の承認の取消しを受け、その取消しの日から起算して１年を経

過しない者であるとき。 

(4) 仲卸しの業務を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用を

有しない者であるとき。 

(5) 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴
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力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係事業者であるとき。 

(6) 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれかに

該当する者があるとき。 

(7) その申請に係る取扱品目の部類の卸売業者（その常勤役員及び使用

人を含む。）であるとき。 

(8) その他市長が不適当であると認める者であるとき。 

（保証金の預託） 

第 21 条 ≪略≫ 

（保証金の預託） 

第 21 条 仲卸業者は、仲卸業務の承認を受けた日から起算して 30 日以内

に、誓約書を添えて保証金を市長に預託しなければならない。 

２ 仲卸業者は、前項の保証金を預託した後でなければ、仲卸しの業務を開始

してはならない。 

（保証金の額） 

第 22 条 ≪略≫ 

（保証金の額） 

第 22 条 前条第１項の保証金の額は、市長が別に定める。 

（準用） 

第 23 条 ≪略≫ 

（準用） 

第 23 条 第９条から第 14 条まで並びに第 15 条第４項の規定は、仲卸業者に

ついて準用する。この場合において、第９条及び第10条中「第７条第１項」と

あるのは「第 21 条第１項」と、第 12 条第１項中「第６条第２項各号」とあるの

は「第 20 条第２項各号」と読み替えるものとする。 

第３節 買受人 

（買受業務の承認） 

第 24 条 ≪略≫ 

第３節 買受人 

（買受業務の承認） 

第 24 条 条例第３条第３号の承認（以下「買受業務の承認」という。）を受けよう

とする者は、次に掲げる事項を記載した買受業務承認申請書（様式第５号）
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その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所 

(2) 商号及び主たる業種名 

(3) 買受けの業務を行おうとする取扱品目の部類 

(4) 市場における１年間の取引見込額（消費税額及び地方消費税額を含

む。） 

(5) 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏 

 名 

２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、買受業務の承認をしてはならない。 

(1) 破産者で復権を得ないものであるとき。 

(2) 買受けの業務を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用

を有しない者であるとき。 

(3) 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴

力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係事業者であるとき。 

(4) 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれかに

該当する者があるとき。 

(5) その申請に係る取扱品目の部類の卸売業者（その常勤役員及び使用

人を含む。）であるとき。 

(6) その他市長が不適当であると認める者であるとき。 

（準用） 

第 25 条 ≪略≫ 

（準用） 

第 25 条 第 11 条、第 12 条及び第 14 条の規定は、買受人について準用す
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 る。この場合において、第 12 条第１項中「第６条第２項各号（第３号を除

く。）」とあるのは、「第 24 条第２項各号」と読み替えるものとする。 

第４節 関連事業者 

（関連事業の種類） 

第 26 条 ≪略≫ 

第４節 関連事業者 

（関連事業の種類） 

第 26 条 市場における関連事業の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 軽飲食業 

(2) 給油業 

(3) 氷販売業 

(4) その他市長が必要と認める業種 

（関連事業の承認） 

第 27 条 ≪略≫ 

（関連事業の承認） 

第 27 条 条例第３条第４号の承認（以下「関連事業の承認」という。）を受けよう

とする者は、次に掲げる事項を記載した関連事業承認申請書（様式第６号）

その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所 

(2) 商号及び主たる業種名 

(3) 関連事業において取り扱おうとする品目 

(4) 法人である場合にあっては、資本金又は出資の額及び役員の氏  名 

２ 市長は、前項の規定による申請をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、関連事業の承認をしてはならない。 

(1) 破産者で復権を得ないものであるとき。 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた者又は法の規定に違反して罰金の刑に処

せられた者で、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることが
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なくなった日から起算して２年を経過しないものであるとき。 

(3) 関連事業の承認の取消しを受け、その取消しの日から起算して１年を経

過しない者であるとき。 

(4) 関連事業を的確に遂行するのに必要な知識、経験又は資力信用を有

しない者であるとき。 

(5) 苫小牧市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴

力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係事業者であるとき。 

(6) 法人であって、その業務を執行する役員のうちに前各号のいずれかに

該当する者があるとき。 

(7) その他市長が不適当であると認める者であるとき。 

（保証金の預託） 

第 28 条 ≪略≫ 

（保証金の預託） 

第 28 条 関連事業者は、関連事業の承認を受けた日から起算して 30 日以内

に、誓約書を添えて保証金を市長に預託しなければならない。 

２ 関連事業者は、前項の保証金を預託した後でなければ、関連事業を開始し

てはならない。 

（保証金の額） 

第 29 条 ≪略≫ 

（保証金の額） 

第 29 条 前条第１項の保証金の額は、市長が別に定める。 

（準用） 

第 30 条 ≪略≫ 

（準用） 

第 30 条 第９条、第 10 条及び第 12 条から第 14 条までの規定は、関連事業

者について準用する。この場合において、第９条及び第 10 条中「第７条第１

項」とあるのは「第 28 条第１項」と、第 12 条第１項中「第６条第２項各号」とあ

るのは「第 27 条第２項各号」と読み替えるものとする。 
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第３章 売買取引及び決済の方法 

第１節 売買取引の方法 

（売買取引の原則） 

第 31 条 ≪略≫ 

第３章 売買取引及び決済の方法 

第１節 売買取引の方法 

（売買取引の原則） 

第 31 条 卸売業者、仲卸業者、買受人及び関連事業者（以下「市場関係事業

者」という。）は、公正かつ効率的な売買取引を行わなければならない。 

（差別的取扱いの禁止） 

第 32 条 ≪略≫ 

（差別的取扱いの禁止） 

第 32 条 卸売業者は、市場における業務の運営に関し、出荷者、仲卸業者、

買受人、関連事業者その他の市場の利用者に対して不当に差別的な取扱

いをしてはならない。 

（卸売に係る売買取引の方法） 

第 33 条 ≪略≫ 

（卸売に係る売買取引の方法） 

第 33 条 卸売業者は、市場において行う卸売については、全ての物品につい

て、せり売若しくは入札又は相対取引（以下「せり売等」という。）の方法によ

らなければならない。 

２ 卸売業者は、通常の卸売のための販売開始時刻を定めなければならない。 

３ 卸売業者は、第１項に規定する取引の方法の設定又は変更をしようとすると

きは、その方法を市場の見やすい場所への掲示、インターネットの利用その

他の適切な手段（以下「掲示等」という。）により、関係者に十分周知しなけれ

ばならない。この場合において、前項の販売開始時刻前に卸売をしようとす

るときは、その旨、当該卸売に係る物品、卸売予定数量その他必要な事項

を併せて周知しなければならない。 

（卸売に係る売買取引の条件の公表） 

第 34 条 ≪略≫ 

（卸売に係る売買取引の条件の公表） 

第34条 卸売業者は、次に掲げる売買取引の条件に係る事項について、掲示
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等により公表しなければならない。 

(1) 営業日及び営業時間 

(2) 取扱品目 

(3) 生鮮食料品等の引渡しの方法 

(4) 委託手数料その他の生鮮食料品等の卸売に関し出荷者又は買受人が

負担する費用の種類、内容及びその額 

(5) 生鮮食料品等の卸売に係る販売代金（以下「卸売代金」という。）の支払

期日及び支払方法 

(6) 奨励金等がある場合には、その種類、内容及びその額（その交付の 

基準を含む。） 

（卸売の業務の規制） 

第 35 条 ≪略≫ 

（卸売の業務の規制） 

第 35 条 卸売業者は、卸売業務の許可に係る取扱品目の部類に属する生鮮

食料品等の卸売その他の販売をしたときは、当該許可に係る卸売の業務と

して卸売をする場合を除き、市長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、第15条第４項の規定により提出する実績報告書

に、前項の販売について記載することにより行うものとする。 

３ 第１項の販売は、市場の適正かつ健全な運営を阻害することのないように

行わなければならない。 

（卸売の相手方の制限） 

第 36 条 ≪略≫ 

（卸売の相手方の制限） 

第 36 条 卸売業者は、市場における卸売の業務については、仲卸業者及び

買受人（以下「仲卸業者等」という。）以外の者に対して卸売をしてはならな

い。ただし、次の各号に掲げる場合であって、仲卸業者等の買受けを不当
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に制限することとならないときは、この限りでない。 

(1) 市場における入荷量が著しく多いため又は市場に出荷された物品が仲

卸業者等にとって品目又は品質が特殊であるため、残品を生じるおそれ

がある場合 

(2) 仲卸業者等に対して卸売をした後残品を生じた場合 

(3) あらかじめ締結した契約に基づき他の卸売市場等に卸売をする場合 

(4) 市が主催する行事等のうち市長が認めるものにおいて卸売をする場合 

(5) 災害の発生その他特別な事情がある場合 

（売渡票） 

第 37 条 ≪略≫ 

（売渡票） 

第 37 条 卸売業者は、取引終了後速やかに売渡票を作成し、仲卸業者等に

交付しなければならない。 

（卸売業者の買受物品等の制限） 

第 38 条 ≪略≫ 

（卸売業者の買受物品等の制限） 

第 38 条 卸売業者は、市場において卸売業務の許可に係る取扱品目の部類

に属する物品の卸売をしたときは、市長が卸売の適正かつ健全な運営を阻

害するおそれがないと認める場合を除くほか、仲卸業者等から当該卸売に

係る物品の販売の委託を引き受け、又は買い受けてはならない。 

（卸売物品の仲卸業者等の明示及び引取り） 

第 39 条 ≪略≫ 

（卸売物品の仲卸業者等の明示及び引取り） 

第39条 卸売業者は、卸売をした物品について買い受けた仲卸業者等が明ら

かになるよう措置しなければならない。 

２ 仲卸業者等は、卸売を受けた物品を速やかに引き取らなければならない。 

３ 卸売業者は、仲卸業者等が引取りを怠ったと認められるときは、仲卸業者等

の費用でその物品を保管し、又は催告をしないで他の者に卸売をすることが
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できる。 

４ 卸売業者は、前項の規定により他の者に卸売をした場合において、その卸

売価格（せり売等に係る価格に100分の108（所得税法等の一部を改正する

法律（平成 28 年法律第 15 号）附則第 34 条第１項第１号に規定する飲食料

品（以下「軽減対象資産」という。）以外のものにあっては、100分の110）を乗

じて得た価格をいう。以下同じ。）が前項の仲卸業者等に対する卸売価格よ

り低いときは、その差額をその仲卸業者等に請求することができる。 

（仲卸しの業務の規制） 

第 40 条 ≪略≫ 

（仲卸しの業務の規制） 

第 40 条 仲卸業者は、仲卸業務の承認に係る取扱品目の部類に属する物品

について、市場における販売の委託の引受けをしてはならない。 

２ 仲卸業者は、仲卸業務の承認に係る取扱品目の部類に属する物品を卸売

業者以外の者から買い入れて、市場において販売をしたときは、市長に報

告しなければならない。 

３ 前項の規定による報告は、第 23条において準用する第 15条第４項の規定

により提出する実績報告書に、前項の販売について記載することにより行う

ものとする。 

４ 第２項の販売は、市場の適正かつ健全な運営を阻害することのないように

行わなければならない。 

（衛生上有害な物品の売買禁止） 

第 41 条 ≪略≫ 

（衛生上有害な物品の売買禁止） 

第 41 条 市場関係事業者は、衛生上有害な物品を市場において売買し、又

は売買の目的をもって所持してはならない。 

２ 市長は、衛生上有害な物品の売買を差し止め、又は撤去を指示することが
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できる。 

（売買取引の結果等の報告及び公表） 

第 42 条 ≪略≫ 

（売買取引の結果等の報告及び公表） 

第 42 条 卸売業者は、当該卸売業者に係る次の各号に掲げる事項を市長に

報告しなければならない。 

(1) その日の主要な品目の卸売予定数量 

(2) その日の前開場日における主要な品目の卸売の数量及び価格 

(3) その日の前開場日において卸売をした物品の市況並びに数量及び卸

売金額（条例第 10 条第１項第１号の卸売金額をいう。以下同じ。） 

(4) その月の前月の委託手数料の種類ごとの受領額及び奨励金等がある

場合にあっては、その月の前月の奨励金等の種類ごとの交付額（第 34 条

の規定によりその条件を公表した委託手数料及び奨励金等に係るものに

限る。） 

２ 卸売業者は、前項第１号、第２号又は第４号に掲げる事項を報告したとき

は、これを掲示等により公表しなければならない。 

３ 市長は、市場における第１項第１号又は第２号に掲げる事項の報告を受け

たときは、これを掲示等により公表しなければならない。 

４ 前２項の規定により公表される内容が同一であるときは、これを市長と卸売

業者が共同して公表できるものとする。 

第２節 決済の方法 

（決済の原則） 

第 43 条 ≪略≫ 

第２節 決済の方法 

（決済の原則） 

第 43 条 市場における売買取引（卸売のための販売の委託の引受けを含

む。）を行う場合における決済は、この業務規程で別に定めるもののほか、当
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該取引の当事者間で合意した支払期日及び支払方法（現金の交付、手形

若しくは小切手の振出し、預金若しくは貯金への振込み又は口座振替のい

ずれかの方法に限る。）によらなければならない。 

（仕切り及び送金並びにこれらに関する特約） 

第 44 条 ≪略≫ 

（仕切り及び送金並びにこれらに関する特約） 

第 44条 卸売業者は、受託物品の卸売をしたときは、委託者に対して、その卸

売をした日の翌日（売買仕切書又は第３号に掲げる金額の送付について委

託者との特約がある場合には、その特約の期日）までに、次に掲げる事項を

明記した売買仕切書及び同号に掲げる金額を送付しなければならない。 

(1) 当該卸売をした物品の品目、等級、単価（せり売等に係る価格をいう。

以下この条において同じ。）、数量及び単価と数量の積の合計額並びに

当該合計額に100分の８（軽減対象資産以外のものにあっては、100分の

10）を乗じて得た金額（当該委託者の責めに帰すべき理由により第 49 条

第２項の規定による卸売代金の変更をした物品については、当該変更に

係る品目、等級、単価、数量及び単価と数量の積の合計額並びに当該合

計額に 100 分の８（軽減対象資産以外のものにあっては、100 分の 10）を

乗じて得た金額） 

(2) 次条の規定による当該卸売に係る委託手数料並びに当該卸売に係る

費用のうち委託者の負担となる費用の項目及び金額（消費税額及び地方

消費税額を含む。） 

(3) 第１号の単価と数量の積の合計額に 100 分の 108（軽減対象資産以外

のものにあっては、100 分の 110）を乗じて得た金額から前号の委託手数

料及び委託者の負担となる費用の金額を控除した金額（以下「売買仕切
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金」という。） 

２ 卸売業者は、売買仕切書又は売買仕切金の送付について委託者と特約を

結んだときは、その特約に関する書面を備え付け、市長の求めに応じて提

出しなければならない。 

（委託手数料の額） 

第 45 条 ≪略≫ 

（委託手数料の額） 

第 45 条 卸売業者が卸売のための販売の委託の引受けについて、その委託

者から収受する委託手数料は、卸売金額に取扱品目ごとに次に掲げる定率

以内の率を乗じて得た金額とする。 

(1) 野菜 100 分の 8.5 

(2) 果実 100 分の８ 

(3) 生鮮水産物 100 分の７ 

(4) 花き 100 分の 10 

(5) 野菜の加工品 100 分の 8.5 

(6) 果実の加工品 100 分の８ 

(7) 水産物の加工品 100 分の７ 

(8) 花きの加工品 100 分の 10 

(9) 前各号以外の品目 100 分の 10 

２ 卸売業者は、前項の委託手数料の額を、掲示等により委託者に周知しなけ

ればならない。 

（売買仕切金の前渡し等） 

第 46 条 ≪略≫ 

（売買仕切金の前渡し等） 

第 46 条 卸売業者は、集荷の円滑化を期するために出荷者に対し売買仕切

金の前渡し、保証金の差し入れ、又は資金の貸付けをすることができる。 
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（出荷者奨励金の交付） 

第 47 条 ≪略≫ 

（出荷者奨励金の交付） 

第 47 条 卸売業者は、市場における取扱品目の安定的供給の確保を図るた

め出荷者に対して出荷奨励金を交付することができる。 

（買受代金の支払） 

第 48 条 ≪略≫ 

（買受代金の支払） 

第 48 条 仲卸業者等は、卸売業者から買い受けた物品の代金を支払わなけ

ればならない。 

２ 前項の規定は、仲卸業者から物品を買い受けた者においてその物品の代

金の支払について準用する。 

（卸売代金の変更の禁止） 

第 49 条 ≪略≫ 

（卸売代金の変更の禁止） 

第 49 条 卸売業者は、正当な理由がなく卸売をした物品の卸売代金の変更を

してはならない。 

２ 卸売業者は、正当な理由により卸売代金の変更をしたときは、当該売買仕

切書に変更の理由を付記しなければならない。 

（完納奨励金の交付） 

第 50 条 ≪略≫ 

（完納奨励金の交付） 

第 50 条 卸売業者は、卸売代金の期限内の完納を奨励するため仲卸業者等

に対して完納奨励金を交付することができる。 

第４章 物品の品質管理 

（物品の品質管理） 

第 51 条 ≪略≫ 

第４章 物品の品質管理 

（物品の品質管理） 

第 51 条 市場関係事業者は、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）その他

の市場において取り扱う物品の品質管理に関する法令等の規定を遵守しな

ければならない。 

第５章 市場施設の使用 第５章 市場施設の使用 
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（施設の使用指定等） 

第 52 条 ≪略≫ 

（施設の使用指定等） 

第 52 条 市場関係事業者及び次項に規定する者が許可を受けて使用する市

場施設の使用条件は、市長が指定する。 

２ 市長は、市場の業務の適正かつ健全な運営を確保するため特に必要があ

ると認めるときは、市場関係事業者以外の者に対して市場施設の使用を許

可することができる。 

（用途変更、転貸等の禁止） 

第 53 条 ≪略≫ 

（用途変更、転貸等の禁止） 

第 53 条 市場施設の使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、当該

施設の用途を変更し、又は当該施設の全部若しくは一部を転貸し、若しくは

他人に使用させてはならない。ただし、市長の承認を受けた場合は、この限

りでない。 

（原状変更の禁止） 

第 54 条 ≪略≫ 

（の禁止） 

第 54 条 使用者は、市長の承認を受けずに市場施設に建築、造作若しくは模

様替を加え、又は市場施設の原状に変更を加えてはならない。 

２ 使用者が市長の承認を受けて、当該市場施設の原状に変更を加えたとき

は、使用者は返還の際原状に復し、又はこれに代わる費用の弁償をするも

のとする。 

（補修弁済） 

第 55 条 ≪略≫ 

（補修弁済） 

第 55 条 市場施設を故意又は過失により滅失し、又は損傷した者は、その補

修をし、又はその費用の弁済をしなければならない。 

（使用料等） 

第 56 条 ≪略≫ 

（使用料等） 

第 56 条 条例第 10 条第１項第１号の規則で定める額は、卸売金額の 1,000



- 23 - 

分の３に相当する額とする。 

２ 条例第 10 条第１項第２号の規則で定める額は、卸売業者以外の者から買

い入れた物品の販売金額の 1,000 分の３に相当する額とする。 

３ 条例第 10 条第１項第３号の規則で定める額は、別表に定める額とする。 

４ 卸売業者市場使用料及び仲卸業者市場使用料はその月分を翌月の 25 日

（その日が休場日又は土曜日に当たるときは、その日の直後の休場日及び

土曜日以外の日。以下この項において同じ。）までに、売場等施設使用料は

その月分を当月の 25 日までにそれぞれ納入しなければならない。 

５ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認める場

合は、その全部又は一部を還付することができる。 

６ 使用者は、使用許可を受けた日から使用の有無にかかわらず、使用料を納

付しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認める場合は、

その全部又は一部を減免することができる。 

７ 市場施設において使用する電灯、電力、電話、ガス、水道、下水道、ごみ処

理及び暖房に要する費用は、使用者の負担とする。 

第６章 苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会 

（会長及び副会長） 

第 57 条 ≪略≫ 

第６章 苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会 

（会長及び副会長） 

第 57 条 苫小牧市公設地方卸売市場運営審議会（以下「審議会」という。）に

会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長に共に事故があるときは、あらかじめ会長の指名した委員
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が、会長の職務を代理する。 

（会議） 

第 58 条 ≪略≫ 

（会議） 

第 58 条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（意見等の聴取） 

第 59 条 ≪略≫ 

（意見等の聴取） 

第 59 条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を審議会に出席さ

せて説明を求め、又は意見を述べさせることができる。 

（委任） 

第 60 条 ≪略≫ 

（委任） 

第 60 条 この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事

項は、会長が審議会に諮って定める。 

第７章 雑則 

（業務規程の遵守義務） 

第 61 条 ≪略≫ 

第７章 雑則 

（業務規程の遵守義務） 

第 61 条 出荷者、市場関係事業者その他の市場の利用者は、この業務規程

を遵守しなければならない。 

２ 市長は、この業務規程を遵守させるため、必要な限度において、前項に規

定する者に対し、指導及び助言、報告及び検査、是正の求めその他の措置

（次項において「指導等」という。）をとることができる。 

３ 市長は、第１項の規定に違反し、又は指導等に従わなかった市場関係事業

者に対し、その業務の全部又は一部を停止させることができる。 

（市場の秩序の保持等） （市場の秩序の保持等） 
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第 62 条 ≪略≫ 第 62 条 市場へ入場する者は、市場の秩序を乱し、又は信用を失墜する行為

をしてはならない。 

２ 市長は、市場の秩序の保持を図るため必要があると認めるときは、市場への

入場の制限その他必要な措置をとることができるものとする。 

（清潔の保持） 

第 63 条 ≪略≫ 

（清潔の保持） 

第 63 条 市場関係事業者は、市場施設の清潔を保持し、物件の整理整頓に

努めなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第 64 条 条例第１３条第１項の規定により指定管理者に市場の管理を行わせ

る場合における第３条、第１２条及び第１４条（第２５条において準用する場

合に限る。）、第１５条（第２３条において準用する場合を含む。）、第１６条、

第１８条、第２４条、第３５条、第４０条から第４２条まで、第５２条から第５４条ま

で並びに第６２条の規定の適用については、これらの規定（第１５条第１項を

除く。）中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１６条第２項中「せり人登録申

請書（様式第３号）」とあるのは「せり人登録申請書」と、第２４条第１項中「買

受業務承認申請書（様式第５号）」とあるのは「買受業務承認申請書」とす

る。

※新設 

（雑則） 

第 65 条 ≪略≫ 

（雑則） 

第 64 条 この業務規程に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

附 則 

（施行期日） 
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１  ≪略≫ 

（経過措置） 

２  ≪略≫ 

３  ≪略≫ 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年１０月 1 日から施行する。

１ この規則は、令和２年６月 21 日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の苫小牧市公設地方卸売市場業務規程（以下「改正

後の規則」という。）第 56 条第２項の規定は、この規則の施行の日（以下「施

行日」という。）以後の販売に係る販売金額について適用する。 

３ この規則の施行の際現に改正前の苫小牧市公設地方卸売市場業務規程

第 54 条第１項の規定により定められた苫小牧市公設地方卸売市場運営審

議会の会長又は副会長である者は、施行日に、改正後の規則第 57 条第１

項の規定により定められたものとみなす。 

※新設 



協議事項

（２）先進都市視察研修について

【視察目的】

　卸売市場において先進都市を視察することにより、品質・衛生管理や市場活性化の

取組等を参考とし、市場運営の推進を図る。

【令和３年度先進都市視察研修の中止について（事務局案）】

　現在、日本国内において新型コロナウイルスの感染例が相次ぎ発生している中、北

海道では２度目となる「緊急事態宣言」が６月２０日で解除され、北海道を含む７都

道府県はまん延防止等重点措置に移行することが決定されました。

　苫小牧市を含む胆振地方においても、感染者数の減少がみられるものの医療提供体

制が依然として厳しい状況にあります。

　つきましては、市場運営審議会事務局において先進都市視察研修の実施について検

討しましたところ、集団で他都市を訪れることについて、新型コロナウイルスのまん

延防止や委員、関係者の皆様の安全を確保する観点から、今年度は中止する方針とい

たしました。

【審議について】

　上記の事務局案につきまして、委員の皆様にお諮りし、最終的な方向性を決定した

いと思いますので、別紙の「書面表決書」により、承認又は反対の審議をお願いいた

します。

資料４


